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 <今週のトピックス> 
 

（１） ２０１６年 GDP総額は広東省がトップ 

 
■ 中国３１省・自治区・直轄市の２０１６年の域内総生産（GDP）統計によると、GDP総額は

広東省が前年に続き首位で、７兆９５１２億元（＠１６．５円、約１３１兆１９４８億円）とな

り全国の GDP総額（７４兆４１２７億元）の１割超を占めた。前年比伸び率では重慶市が

トップの１０．７％だった。 

 

■ ２位から６位までの順位も２０１５年と変わらず、江蘇省（７兆６０８６億元、７．８％増）、

山東省（６兆７００８億元、７．６％増）、浙江省（４兆６４８５億元、７．５％増）、河南省 

（４兆１６０億元、８．１％増）、四川省（３兆２６８０億元、７．７％増）と続いた。下位は下

からチベット、青海、寧夏、海南、甘粛となっているが、これら５省・区の GDP 伸び率は 

７．５～１０．０％と、２０１６年の全国の経済成長率６．７％を上回った。 

 

■ 一方で全国の成長率を下回ったのは遼寧省（▲２．５％）、山西省（４．５％）、黒竜江省    

（６．１％）の３省。中国国内シンクタンクは３１省区市で唯一のマイナスとなった遼寧省

について、資源や重厚長大産業への依存度が高く、景気低迷が長引いている東北地

方の実態を反映していると指摘した。２０１７年の経済成長については、生産能力過剰

などの問題はあるが、積極的な財産政策により底堅く推移するとし、経済成長率は  

６．５％になると予想した。  

 

（２） 1月の貿易総額１１．４％増、約２年ぶり２桁増 
 

■ 中国税関総署は１月の貿易総額を３１４１億６６００万米ドル（＠１１４円、約３５兆８１４９

億円）と発表、前年同月比１１．４％の増加となった。２か月ぶりにプラスへ転じ、２０１５

年２月以来となる２桁の伸びを記録した。しかしながら、例年１、２月は春節（旧正月）時

期の変動によるぶれが大きいため、正確な貿易動向を判断するには１～２月を通した

統計を見極める必要がある。 

 

■ １月は輸出が７．９％増の１８２７億５７００万米ドル（同、約２０兆８３４３億円）、輸入は 

１６．７％増の１３１４億９００万米ドル（同、約１４兆９８０６億円）で輸出入そろってプラス

となった。輸出から輸入を差し引いた貿易収支は５１３億４７００万米ドル（同、     

約５兆８５３６億円）の黒字となった。 
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■ １月の国・地域別貿易額は、欧州連合（ＥＵ）とは前年同月比６．５％増の４７０億５７００

万米ドル（同、約５兆３６４５億円）、米国とは同１３．４％増の４６１億９５００万米ドル（同、

約５兆２６６２億円）となった。日本とは同１０．２％増の２２３億８４００万米ドル（同、  

約２兆５５１８億円）、うち日本への輸出は同９．８％増の１２２億５８００万米ドル（同、 

約１兆３９７４億円）、日本からの輸入は同１０．７％増の１０１億２６００万米ドル（同、 

約１兆１５４４億円）となった。 

 

（３） 「土壌汚染対策」２０エリア確定、上海は国家目標より厳格 

 

■ 土壌汚染に向けた地方レベルの対策が本格化される。中央政府が２０１６年５月に発

表した「土壌汚染防治行動計画」（通称「土十条」）では、各地方政府に対して２０１６年

までに土壌汚染に関する具体策を定めるよう指示。これまでに２０省・直轄市・自治区

が、今後重点的に進めるべき課題や活動目標などを織り込んだ実施細則の策定を終

えた。 

 

■ 実施細則の策定を終えた２０地域は福建、安徽、浙江、江蘇、上海、遼寧、吉林、黒竜

江、内モンゴル、山西、北京、甘粛、広東、四川、寧夏回族、江西、陝西、貴州、天津、

山東。うち上海市は、国家目標を上回る厳しい目標値を定め、２０１８年末までに重点

業種企業の用地を対象に汚染土壌の分布と環境リスクを把握、以後５年ごとに土壌環

境調査を定期的に実施していく方針を明示した。 

 

■ 国家目標を達成するためには、いかに資金を確保するかが課題になる見通しだ。一部

中国国内メディアによると、土壌汚染の対策費は２０１６～２０年の５年間で総額７８６９

億人民元（＠１６．５円、約１２兆９８３９億円）に上るとの試算もある。国家発展改革委

員会の高官は、PPP（官民連携）方式などを積極的に採用していく考えを示している。 
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<相場情報> 

（為替相場） （出所： Thomson Reuters、Close Rate）  2017 年 
項目 2/6（月） 

（月） 

2/7（火） 2/8(水） 2/9（木） 2/10（金） 

金） 1USD / RMB 6.8600  6.8821 6.8700 6.8660 6.8775 

1USD / JPY 111.71  112.37 111.93 113.22 113.19 

1RMB / JPY 16.2843  16.3279 16.2926 16.4900 16.4580 

1RMB / HKD 1.1309  1.1273 1.1295 1.1299 1.1280 

 

（株式市場） （出所： Thomson Reuters）  2017 年 

項目 2/6（月） 

（月） 

2/7（火） 2/8(水） 2/9（木） 2/10（金） 

金） 上海 A 株 3305.80  3301.70 3316.27 3333.23 3347.39 

上海 B株 337.58  337.63 338.70 340.49 341.80 

深圳 A 株 2016.48 2016.06 2031.39 2044.83 2040.28 

深圳 B株 1099.07  1099.66 1102.54 1107.30 1111.99 

 

（人民元基準金利） （出所：中国人民銀行 2015 年 10 月 26 日改定）（年利、％）  

 

 

 

 

 

 

以上 

 
本レポートは情報提供のみを目的として作成したものであり、何らかの行動を勧誘するものではありません。ご利用に関しては、すべてお

客さまご自身でご判断下さいますよう、よろしくお願い申し上げます。 

本レポートは信頼できると思われる情報に基づいて作成していますが、当行はその正確性を保証するものではありません。 

本レポートのご利用によりお客さまがいかなる損失、損害を受けられても当行は一切の責任を負いません。 

本レポートはお客さま限りでご利用くださいますようお願い致します。 

 

普通預金 定期預金 貸出 

利率 期間 利率 期間 利率 

0.35 

 

3 ヶ月 1.10 1 年 4.35 

6.3  6 ヶ月 1.30 1 年～5 年 4.75 

 1 年 1.50 5 年超 4.90 

  2 年 2.10   


